
「小さな」自然再生を「大きく」育てていきたい、
強くそう思っています。是非多くの皆さんに、こ
の取り組みに共感し賛同し参画していただくよう
心からお願いします。

誤解を恐れず言えば、多自然川づくりは元々は河
川管理者目線のもの。これまでも多くの成果をあげ
てはきたが、河川を管理する責任を負った立場で
は、地球温暖化・大規模水害頻発のなかで、自然
環境のケアには十分手が回り難い、目が行き届き難
いのが実情かもしれません。

一方で、治水対策は「流域治水」に舵を切りま
した。治水も社会全体で取り組むことが求められ
ていますが、元々は河川環境の取り組みこそがそ
うだったし、これからもそうあるべきだと思います。

今こそ地域と市民の出番であり、その新しい時代
の先進の取り組みが「小さな自然再生」だと思いま
す。社会全体・流域全体で河川環境を守り再生し
ていく取り組みの拡大を目指したいと考えます。

元々治水優先で改修せざるを得なかった河川も、
改めて丁寧に手を入れれば自然を回復するポテン
シャルを大いに有しています。これからは流域治
水の取り組みとそこから生まれる工夫・知恵のなか
で、治水機能の向上と自然環境の保全・再生を一
体的に図っていく必要があります。流域治水には、
グリーンインフラの活用、生態系の保全・創造を合
わせて進めることが求められており、「小さな自然
再生」はそのコンセプトを体現し大きな役割を担っ
ていくことのできる取り組みだと思います。

「小さな自然再生」はそうしたこれからのニー
ズに、河川管理者と市民が協働する川づくりで応
えるものです。流域の成り立ちやその川の自然の
営みを身近で良く知る地域の力と知恵を結集し活
かすことが求められます。大規模に多額の予算を
使う事業が必要な場合もありますが、それ以上に
地域に密着したきめ細かい「小さな」工夫を凝ら
していくことがより重要だと思います。そのため
には多くの様々な関係者の共感と参画が必要です。
川の状態を最も関心を持って細やかに見守ってく
れるのは地域の皆さんです。そういう地域のポテ
ンシャルを最大限に活かしていく必要があります。
一方で、河川管理者の理解と参画ももちろん重要
です。河川の専門技術力と市民力・地域の総合力
が協働していくことが大切です。市民と行政の現
実的なコラボが大きな力になります。

活動の結果だけでなくプロセスも重視されるべ
きです。普段からの川の見守りや維持管理と一体
となった順応的な取り組み、やってみて失敗して
もそれを許容しやり直す、そういう緩やかで息の
長い取り組みが求められています。そうした細や
かな工夫の中で確かな技術・経験知・現場知が育
まれ、それを河川管理へフィードバックしてもら
えれば、より良い川づくりが進むことが期待され
ます。川づくりのあり方を根本的に変えていく可
能性もあり、「小さな」ひと工夫がその川にとって
のブレイクスルーにもなり得るのではないかと思
います。

「小さな自然再生」のよいところは、「できるこ
とから始める」気楽さと様々な主体の参加しやす
さであり、手軽に得られる達成感・充実感、楽し
さの実感だと思います。活動自体が「シビック・
プライド」であり、結果として得られる河川環境
がさらなる「シビック・プライド」となり、地域
の新たな財産となることが期待されます。「小さな
自然再生」の取り組みそのものが地域の総合力を
上げることにもなります。単なる環境教育にとど
まらず地域社会全体としての教育・人材育成シス
テムにもなり得ると思います。

多くの皆さんに「小さな自然再生」研究会の取
り組みに関心を持っていただきたいと思います。
事務局も、協力いただいている先生方も半ばボラ
ンティアに近い活動です。純粋に川を愛し自然を
取り戻すことを願う取り組みです。是非多くの皆
さんにこの活動を知り共感し一緒に取り組んでい
ただきたいと思います。地域の財産である河川の
自然環境の保全・再生のため、地域自らができる
ことがたくさんあります。まずは「できることか
ら始める」気持ちが大切であり、そこから協働の
輪を広げて欲しいと思います。「小さな自然再生」
に一度でも関わった皆さんは是非この取り組みを
周囲に広げる伝道師として普及活動の努力をお願
いしたいと思います。身の丈にあった取り組みを、
できることから始めて徐々に広げレベルを上げて
いく、そういう草の根の運動です。

最後にもう一度、「小さな」自然再生を「大きく」
育てていきたいと思います。「大きく」育つポテン
シャルは十分あります。是非多くの皆さんのご支
援をお願いします。

「小さな自然再生」を大きく育てたい
代表理事　塚原　浩一

１．はじめに
今回の特集の課題は「水辺の小さな自然再生～自

治体と協働する～」である。本論では、「水辺の小さ
な自然再生」が「持続的な流域管理体系」の中で占
める重要な役割を考察したいので、最初に持続的な
流域管理とは何かに関する筆者の考えを示すこと
から始めたい。

２．流域管理概念の先駆けについて
河川計画が関わる現象の全体を考えると、河川へ

の集水過程、河川からの給水過程、そしてまた不幸
にして生ずる氾濫過程は、河川区域と流域との相互
作用の結果である。

このように、河川計画と都市政策はその基礎にお
いて互いに関連し合う部分を広く有するので、関連
する部分は双方の計画において順当に取り扱われ
ることが望ましい。こうした都市域で生ずる河川現
象を十分に考慮した望ましい河川計画を「持続的な
流域管理」と名付けることとして、本論を進めるこ
ととしたい。

2003年の段階で、河川計画の中で顔を出してい
た新しい考え方を取りまとめたものが表１である。

表１　 2003年段階で顔を出していた
河川計画での新しい考え（文献１）

年次 対象河川 新しい方針の理念
1980 鶴見川総合治水 流域貯留

1993
ミシシッピ洪水の
教訓

Room for Rivers。
氾濫原管理への概念転
換

1998
長江洪水の教訓 三十二文字の治水方針。

流域管理の概念を色濃
く含む

2003

犀川流域河川整備
基本方針 

地域の歴史と伝統。
ダム反対運動との議論
にも耐える、河川整備
基本方針の軸

表１に示された４つの新しい方針は、河川事業の
中で実施されており、流域管理体系として統一して
まとめられたものではなかった。

３．持続的な流域管理体系の構成要素とは
筆者は引き続き「持続的な流域管理体系とは何

か」を考察した結果、これを哲学の体系との比較で
提示することが最も理解しやすいと考えるように
なった。「地域の歴史と伝統」を倫理的価値とみな
すことが可能であることに気付き、哲学体系に比肩
出来る河川計画体系を公表した（文献２）。

東日本大震災を経て更に考察を重ね、成果として
持続的な流域管理の観点から筆者が選んだ三つの
柱は、「流域に関わる科学と技術」、「福祉指標（新国
富論）」、「感性」である（表２参照）。

表２　持続的な流域管理体系の骨組み
（文献２，３）

第１の柱 第２の柱 第３の柱
流域に関わる
科学と技術

福祉指標
（新国富論） 感性

これら３つの柱は、哲学体系で言えば、論理学（科
学・技術の論理）、倫理学（倫理的価値観）、美学（心
に響く共感）に対応している。

また、「安全・安心を高める施策の例」で言えば、
第１の柱は「レベル１豪雨を対象とした施設整備」、
第２の柱は「将来世代の福祉を考慮、“レベル２豪雨
には避難”」、第３の柱は「“避難開始の決心は感性”」
という内容に対応している。（詳しくは、文献２及
び文献３を参照）

４ ．持続的な流域管理体系の中での「水辺の小さな
自然再生」

「小さな自然再生」は、大変多様な事業形態や内
容を持つので、通例の形での定義を与えた途端に、
それから外れてしまう事例が直ぐに現れてしまう
という事態が生ずる。そうした特性を考慮して、事
例集（文献４、p.6）では、i）自己調達できる資金で
行うこと、ii）多様な主体が参加しそれらの相互の
協働が可能であること、iii）修復と撤去が容易であ
ること、という三つの条件を満たしている取り組み
を「小さな自然再生」と呼ぶことにしている。

こうした特徴を持つ「水辺の小さな自然再生」が
「持続的な流域管理」の特徴をどのように備えてい

持続的な流域管理における
「水辺の小さな自然再生」の重要性

東京大学名誉教授　玉井　信行
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るかを、先ず眺めてみよう。
「自己調達できる資金で行う」ことにより、他の

機関から制約を課せられることは無くなる。そし
て、事業主体の理念と価値観に従って自然再生事業
を実行出来る。これは流域の自然資産をより良い状
態に改善、或いは生み出す事業であり、表２の第２
の柱の枠組みに含まれている行動を生み出すこと
が可能となる。
「多様な主体の参加と相互の協働」は、表２の三

つの柱の目標が事業の計画、実施、維持管理の全て
の段階で適切に織り込まれているか否かを、多様な
主体の協働で議論し、実施してゆくことを意味して
おり、持続的な流域管理を実現するために活動して
いることを表している。
「修復と撤去が容易であること」は表２の第１の

柱に示されている科学と技術に関して、水辺の小さ
な自然再生が備えているべき技術体系を示してい
る。また、この項目は実施した事業がその場所の自
然条件に相応しくなかった場合（自然現象で破壊さ
れる場合も含む）には撤去して順応的に対応するこ
とを含んでおり、第３の柱に関する理解を適切に深
める必要性も意味している。

５．水辺の小さな自然再生が流域で果たすべき役割
筆者は、水辺の小さな自然再生活動の今後への期

待として（文献５、pp. 94-95参照 ）、
ⅰ） 技術面では“感覚から構造へ”、
ⅱ） 地域的な面では“河道から流域へ”、
ⅲ） 管理面では“管理者の水辺からみんなの水辺

へ”、という方向性を示した。
これらを本稿の表２と対応させると、ⅰ）が柱

の１，ⅱ）が柱の３、ⅲ）が柱の２に対応している。
文献４、５に示されている具体例では、都市部に

おける河川の自然再生活動が進められている。ま
た、地域的な面では河道と隣接する旧氾濫原（休耕
田）における自然再生事業の例が挙げられており、
地域の生活者との協働の密度が高まりつつある。こ
うした具体例は、「持続的な流域管理」の進展を支
える表２の柱１から柱３の内容が、正に、2020年の
段階で「水辺の小さな自然再生」の活動の中で芽を
出し、取組みが始められていることを示している。

このように「水辺の小さな自然再生」は小さな事
業から出発し、目標が類似の事業であれば、活動主
体と活動地域を隣接する地域を含めて一体化して
活動する方向に展開している。

本稿で考察したように、「水辺の小さな自然再生」
の条件は、表２に示した「持続的な流域管理体系の
骨組み」と一致しているので、「水辺の小さな自然

再生」が「持続的な流域管理」の中で、今後もさらに
その輝きを増し、事例も増加して行くことを期待し
ている。
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はじめに
多自然型川づくり（1990）を契機に、（「小さな自

然再生」という言葉を知るまで）「見試し」１）をしな
がら川づくり技術を考えてきました。あとで知った

「小さな自然再生」の語感から、河川技術といえる
ほどのものは無いだろう、とおもいがちです。さに
あらず。私には、川づくりの技術を面白く学べる場
が「小さな自然再生」（見試し）でした。

本稿の前半は「小さな自然再生」の発祥経緯をみ
てきた立場から、後半はJRRN（日本河川・流域再
生ネットワーク）が企画してきた「小さな自然再生」
の座学と実地（見試し）のうち、実地の体験から得
られた“川の営み”について述べます。

１．多自然（型）川づくりと小さな自然再生
身近な河川と人びととのかかわり方について、河

川審議会「河川環境のありかた」の答申（1981（昭和
56）年）がありました。河川環境という概念規定が
なされ、関係者に河川環境が意識されるようになっ
たようです。河川環境が世に出た時代背景として、
経済成長（開発・改修、黄色網かけ） による“身近な
自然喪失” がありました（図1２））。答申から９年後
に多自然型川づくり（1990（平成２）年）が建設省（現
国土交通省）から通達され、川づくりに劇的な変化
をもたらしたことはご存じの通りです。この変化に

並走していたのが「小さな自然再生（運動）」でした。
身近な自然を取りもどそうと、市民は河川管理者

に物申すだけでなく、小さな自然再生行動（作業）
を行いはじめました。それまでの自然保護（運動）
は、広域な自然喪失に対する組織的なものでした。
1980年代になると高度経済成長が鈍化し、市民（高
学歴者が多い）が主体の身近な自然保全の運動が地
方からおこったのです。静岡では杉山恵一さん（静
岡大）の声掛けで自然復元研究会（1989）３）が発足
しました。欧州でおこなわれていたビオトープづく
りや日本で独自の展開をみせた学校ビオトープづ
くりは、小さな自然再生の先がけでした。

本冊子を発行する㈶リバーフロント整備センター
（現、リバーフロント研究所）が設立（1982）。土木研
究所では河道内樹木や河岸防御についての研究を
開始。着々と多自然型川づくり（1990）通達の準備
が始まっていました。少し遅れて福留修文さんがド
イツ周域発祥の近自然河川工法を紹介。多自然型川
づくりがドイツ語訳４）だったこともあり、近自然河
川工法のドイツ語訳と似ていることから混同されが
ちです。しかし、多自然型川づくりは「小さな自然
再生」の市民運動とともに日本独自で発展し、現在
に至っているといえます。
「小さな自然再生」は行政主導の多自然（型）川づ

くりと並走し、「小さな」といえども、河道内の現況

河川技術と小さな自然再生
株式会社北海道技術コンサルタント　岩瀬　晴夫

図 1　治山・治水対策および災害復旧の国家事業費の変遷 2）
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